
49 4,849 4,849

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 777 777 777 777

一般財源 6,093 4,023 1,998 4,023 4,023

人　件　費 6,848 5,820.8 5,820.8 5,820.8 5,820.8

投入 常勤職員 1人 0.85人 0.85人 0.85人 0.85人

人員 非常勤職員 0.2人 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人

事業費＋人件費 12,941 15,470 13,445 15,470 15,470

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 実施小学校数
校

12 12 12

① 12 11 －

活動
② －

成果 参加児童数
人

12,000 12,000 6,000

① 10,888 8,631 －

成果 登録児童数
人

1,100 1,100 550

② 1,104 906 －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

放課後こども教室については、令和2年度も新型コロナウィルスによる活動制限を行うため、参加児童数及び登録児童数の目
状況

標値は前年度よりも低い値（50％）としたが、実際には令和２年度中は中止と
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 7690 放課後子ども教室事業

担当組織 こども青少年部 児童青少年課 担当 放課後こども担当

組織コード
R2 18 06 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 01 10 04 03 01 02

記入日 令和 2年 6月24日
R1 18 06 00 R1 01 10 04 03 01 02

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 02 児童・青少年育成

● 対象外
施策 05 児童・青少年の健全育成

事業期間 平成１９年度 ～ 

埼玉県放課後子供教室推進事業補助金交付要綱 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
実施小学校区内の小学生

　子どもたちの安全で安心な活動拠点（居場所）を設け地域の大人の協力を得て、スポーツ・文化活動・地域の皆さんとの

事業目的 交流活動等の取組を実施する。

　放課後や週末等に小学校の余裕教室・校庭・体育館等を活用して様々な事業を実施する。（実施校：芦原、美谷本、新曽

、喜沢、笹目、戸田東、戸田第一、新曽北、戸田南、笹目東小、美女木小、戸田第二）

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

戸田市放課後 戸田市放課後 戸田市放課後 戸田市放課後 戸田市放課後

子ども教室事 子ども教室事 子ども教室事 子ども教室事 子ども教室事

業の支援 業の支援 業の支援 業の支援 業の支援

事　業　費 6,093 9,649 7,624 9,649 9,649

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 4,849 4,8



新たな担い手の確保を図っていかない

と中長期的にみて事業の継続が難しくなってくる。

事業の拡充を進めていきたいところだが、開催場所の確保や、スタッフなど人材の確保が課題となっているため

、事業を継続していくためにこの課題への対応を進めるとともに、有意義な放課後の居場所として開催内容の充

実についても併せて取り組んでいきたい。

地域の潜在的な人材や保護者世代のスタッフ確保を図るため、引き続き民生委員・児童委員協議会や公立学校PT

A連合会に対し、事業への協力を進めていきたい。開催場所については、特に校舎改修工事等が実施される学校

においては、工事計画段階から学校や関係部局と継続して事業が実施できるよう調整してまいりたい。

今後の取組方針 また、開催内容の充実を図るため、各小学校で好評な遊びや活動内容について、他校のスタッフでも情報を共有

していく。

また、新型コロナウィルスの影響により、令和2年度は放課後子ども教室の開催は困難な状況にあるが、今後、

スタッフとともに三密を避けた事業のあり方を検討してまいりたい。

2 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

Ｂ Ｂ Ｂ

４．令和元年度中に実施した見直し内容
本事業は活動していただいている地域の方々の協力なくしては成り立たない事業である。新たなスタッフ確保は

市が主導で広報や掲示物等の媒体を活用したスタッフ確保方策に取り組むとともに、地域の潜在的な人材や保護

見直し内容 者世代のスタッフ確保を図るため、PTA関係や地域で活動する団体へ事業協力を呼び掛けることとした。今年度

は、新たに戸田市公立学校ＰＴＡ連合会の総会にて、チラシを配布し、周知に努めた。

ＰＴＡ連合会総会でのチラシ配布、町会を通じたポスター掲示や広報特集記事の掲載などの広報活動や民生委員

・児童委員全員協議会や青少年団体の会議等の場で事業への協力を依頼により、新たなスタッフを確保すること

見直しの効果 ができている。今後も継続して取り組んでいきたい。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

これまでの児童数増加に伴う余裕教室の減少により、放課後子ども教室の開催場所が不足する傾向にある。校舎

事業の方向性 改修工事等が実施される学校においては、開催場所が制限され、一定期間休室を余儀なくされる。

また、事業立ち上げ当初から本事業に携わっているスタッフも多いため、



事業等・成 導事業等・成

成人式 成人式 人式・青少年 人式・青少年 人式・青少年

り・リーダー り・リーダー り・リーダー

事　業　費 5,967 7,715 12,978 10,502 10,452

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 5,967 7,715 12,978 10,502 10,452

人　件　費 7,875.2 7,601.28 15,613.44 15,613.44 15,613.44

投入 常勤職員 1.15人 1.11人 2.28人 2.28人 2.28人

人員 非常勤職員 0.2人 0.02人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 13,842 15,316 28,591 26,115 26,065

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 巡回補導実施回数
回

補導員活動状況 150 170 85

① 201 94 －

活動 青少年健全育成大会等及びキャン
回

健全育成大会、健全育成 3 3 2

② ペーン実施回数 キャンペーン等 3 3 －

成果 巡回補導延べ参加補導員延べ人数
人

補導員活動実績 500 500 250

① 501 234 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

巡回補導実施回数及び巡回補導延べ参加補導員延べ人数については、目標値に到達しなかった。主な要因は、年度末に新型コ
状況

ロナウィルス感染防止のため、活動を自粛したことによる。
の分析

また、令和2年度も新型コロナウィルスによる活動の制限があるため、目標値は、前年度よりも低い（50％）値を設定した。

なお、令和3年度より、青少年教育事業を統合して実施していく。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 7440 青少年健全育成事業

担当組織 こども青少年部 児童青少年課 担当 青少年担当

組織コード
R2 18 06 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 01 10 04 03 01 03

記入日 令和 2年 6月30日
R1 18 06 00 R1 01 10 04 03 01 03

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 02 児童・青少年育成

● 対象外
施策 05 児童・青少年の健全育成

事業期間 昭和５０年度 ～ 

戸田市社会教育関係団体等事業補助金交付要綱   

根拠法令 埼玉県青少年健全育成条例、各団体別補助金等交付 関連計画
通 達 等 要綱、「成人の日」の行事について≪文部事務次官 施政方針

通達≫、社会教育法、子ども・若者育成支援推進法

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市内在住の青少年

当年20歳になった人

青少年の健全育成と非行防止のための活動の充実を図り、青少年が社会的に自立した個人として成長するよう支援する。

事業目的 青少年に対しボランティア活動などの社会奉仕体験、自然体験その他の活動の機会を提供する事業の実施及び奨励を図る。

青少年に対する各種啓発事業や地域の巡回補導を実施し、青少年健全育成及び非行防止を図る。

各青少年団体に対する活動支援の実施、補助金の交付、成人式・はたちの集いの実施

事業内容

実施主体 □市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 青少年団体等 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

青少年育成補 青少年育成補 青少年育成補 青少年育成補 青少年育成補

導事業等 導事業等 導事業等・成 導



く。

新たな課題への対応について、青少年問題協議会などで専門家を交えながら対策を検討していく。

巡回補導は、引き続き各団体の連携・調整を図り、効果的・効率的に実施することとする。

成人式・はたちの集いについては、さらにより良いものとするために内容の精査を行っていく。

今後の取組方針 各事業において、三密を避けるなど、新型コロナウィルスの感染予防対策を適切に行っていく必要がある。

また、市民に大きな負担となるような事業は今後整理していく必要がある。

4 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

Ｂ Ｂ Ｂ

４．令和元年度中に実施した見直し内容
平成29年度に県の「青少年　街の応援団事業」に参加、巡回補導活動の強化を行い、令和元年度は7月に西地区

、10月に東地区を巡回した。県より、街の応援団事業は令和元年度で最後との通知があり、今後の巡回活動の参

見直し内容 考とすることとした。

成人式については、出席者等の時間に余裕がないことを解消するため、午前開始から午後開始に変更した。

巡回補導の活動内容、実績が強化された。

成人式の開始時間の変更については特に混乱は起きなかった。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ●４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

青少年の健全育成事業については、スマートフォン等やＳＮＳのなどの普及により、新たな課題が出てきている

事業の方向性 ことから、市、各青少年団体とともにできることを検討していく必要がある。

補導員協議会における巡回補導については、「街の応援団事業」の経験を踏まえ、今後の方法・回数について見

直しをしながら、実施していく。

人式・はたちの集いについては、内容の精査をしながら、引き続き実施していく。

なお、令和３年度より、青少年教育事業（青少年祭り、リーダー研修会、通学合宿等）を青少年健全育成事業に

統合し実施してい



08人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 15,611 13,059 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 体験活動事業件数 青少年祭り、通学合宿、 7 7 4

① リーダー研修、三市の船 7 6 －

活動
② －

成果 リーダー研修会参加者数
人

参加人数 60 65 33

① 74 70 －

成果 通学合宿参加者数
人

参加人数 72 72 36

② 48 48 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

令和元年度末は新型コロナウィルスの感染拡大防止という外的要因により、郷土かるた大会の一部と三市の船が中止となった
状況

。リーダー研修会については目標を達成することが出来た。通学合宿については、ボランティアスタッフの確保等の課題があ
の分析

り、目標達成に至らなかった。また、令和2年度も新型コロナウィルスによる活動の制限があるため、目標値は前年度よりも

低い（約50％）値とした。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 7244 青少年教育事業

担当組織 こども青少年部 児童青少年課 担当 青少年担当

組織コード
R2 18 06 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 01 10 04 03 01 01

記入日 令和 2年 6月30日
R1 18 06 00 R1 01 10 04 03 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 02 児童・青少年育成

● 対象外
施策 05 児童・青少年の健全育成

事業期間  ～ 令和２年度

社会教育法、子ども・若者育成支援推進法 子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市内在住の青少年

青少年に対しボランティア活動などの社会奉仕体験、自然体験その他の活動の機会を提供する事業の実施及び奨励を図る。

事業目的

青少年団体の活動支援として、青少年祭り、通学合宿、三市青少年の船研修等の事業実施を支援する。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 青少年団体等 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

青少年祭り、 青少年祭り、 青少年祭り、 青少年祭り、 青少年祭り、

リーダー研修 リーダー研修 リーダー研修 リーダー研修 リーダー研修

会等 会等 会等 会等 会等

事　業　費 4,586 5,047 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 5 5 0 0 0

一般財源 4,581 5,042 0 0 0

人　件　費 11,025.28 8,012.16 0 0 0

投入 常勤職員 1.61人 1.17人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0.4人 0.



度より、青少年健全育成事業に統合して実施していくともに、新型コロナ対策を行いつつ、三密

を避けた事業のあり方を検討してまいりたい。

6 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

Ｂ Ｂ Ｂ

４．令和元年度中に実施した見直し内容
新型コロナウィルスの感染拡大防止のため、三市の船や郷土かるた大会の一部を中止とした。今後の事業実施に

ついて感染症対策の重要性を認識し、感染防止のための対応を柔軟に行っていくこととした。

見直し内容

新型コロナウィルス感染拡大防止に努め、青少年の活動事業を安全なものとした。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ●令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

各事業については、各青少年団体が自主的に活動できるよう引き続き支援を行っていく。ただし、新型コロナの

事業の方向性 影響や、児童の習い事など民間運営事業へのシフト傾向から、縮小傾向はさけられないが、無駄を省きつつも効

果のある事業を実施していく。

なお、令和3年度より、青少年教育事業（青少年祭り、リーダー研修会、通学合宿等）は青少年健全育成事業に

統合して実施していく。

各青少年団体が自主的に活動できるよう支援するとともに、団体と協力して、子どもたちが各事業に積極的に参

加できるよう周知を強化し、青少年の健全育成を行っていく。

各事業におけるボランティアスタッフが不足していることから、ボランティアスタッフの確保について、調整を

今後の取組方針 図っていく。

また、令和３年


